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はじめに
　本稿では，花王の販社戦略の展開についての地域別経営史的研究の一環として，関東・甲信
越地域の各花王販社の設立過程と経営状況および広域販社への統合過程を検証することにし
たい。当時の花王石鹸販売部の分類では，東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県の4都県を都市
地区としt栃木県，群馬県，茨城県の3県を関東地区とし，都市地区と関東地区をあわせて関
東地方としている。また甲信越地方は，通常の分類の通り，山梨県，長野県，新潟県の3県を
あわせたものである。本稿でも，この分類に準じて，都市地区と関東地区をあわせて関東地域
と呼び，山梨県，長野県，新潟県の3県をあわせて甲信越地域と呼ぶことにしたい。
　さて，これまで検討してきた他の地域の販社の検証1）と同様に，関東・甲信越地域の販社
の検証に際しても，まずこの地域の販社が，全国の販社のなかで，どのように位置づけられる
のかを確認する。あわせて，この時期の花王石鹸本社販売部による全国の販社に関する経営状
況の分析結果の概要との関連についても留意し，本稿で各販社の経営状況をみるうえでのひと
つの指標としたい。
　そのうえで，上記の地域分類にしたがって，まず都市地区，ついで関東地区そして甲信越地
域のそれぞれ販社の設立と経営の状況および統合の過程について，検証することにしたい。
　なお，これまでの検討に際しても留意してきたことであるが，本稿で検討の対象とする
1970年代は，花王石鹸本社のマネジメントの合理化・近代化戦略との関連でみると，1970（昭
和45）年の「物流近代化5ヶ年計画」や，　1973年の「ロジスティック・システム開発3ヶ年計画」
および1975年設置のLIS（Logistic　Information　System）委員会の活動によって，物流システ
ムの合理化やOS（On　Line　Supply　System）の普及が推進された時期でもあった2＞。そこで，
この地域の各販社の経営の検討に際しても，こうした動きとの関連にも注意することにたい。
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1．関東・甲信越地域販社の全国的な位置
（1）人的規模とファミリーストア店数
　まず，全国の花王販社の活動のなかでの関東・甲信越地域の位置づけを確認しておくことに
したい。参考とする経営史料は，これまでの一連の販社の検討の際と同様に，花王石鹸販売部
が1970（昭和45）年9月に作成した『販社体制整備3ヶ年計画』3）と1971年3月に作成した『販
社体制整備5ヶ年計画』4）に収録されたデータであり，1969年から1970年にかけての実績を
示したものである。
　表一1は，この時期の全国各地域の販社の従業員数配送車（傭車），ファミリーストア店
（花王製品販売小売店）数販路別売上構成平均月商（売上高），対象（当該地域）人口，1
人当り花王製品月額消費高，対全国売上高構成比などを示したものである。
　まず人的規模をみると，都市地区の合計数267名は全国の人員数1，620名の16．48％に相当し，
栃木県，群馬県，茨城県の3県を加えた関東地方の合計数316名は，全国の人員数の19．5％に
相当する。また甲信越地域の合計数70名は，全国の4．3％である。したがって，関東・甲信越
地域の合計数386名は，全国の人員数の約238％に相当する。他地域と比べると，都市地区の
人員数は同じ大消費地の京阪地区と比べて6名多いにすぎないが，関東・甲信越地域の人員は，
京阪神地区と近畿地区の合計数345名より41名多いということになる。
　都市地区の経営責任者合計数19名は全国総計106名の179％であり，．関東地域全体の経営
責任者の数は23名で全国総計106名の21，7％ある。セールス人員数では，都市地区の119名
は全国総計738名の16．1％，関東地域全体のの143名は全国総計の19．4％である。事務職員数
でみると，都市地区の77名は全国総計460名の16．7％，関東地域全体の91名は全国総計の
19．8％である。配送・倉庫人員数では，都市地区の52名は全国総計316名の16．5％，関東地
域全体の59名は全国総計の18．7％である。すなわち，関東地域の人員規模は，総数でも職務
別人員の配置数でみても；いずれも全国の約2割前後の人的規模の地域であったということが
できよう。
　一方，甲信越地域の経営責任者の数は6名で全国総計106名の5，7％あり，セールス人員数
の32名は全国総計738名の4．3％である。事務職員数の19名は，全国総計460名のなかでほ
ぼ同比率の4．1％である。配送・倉庫人員の13名は全国総計316名の4．1％である。したがって，
甲信越地域の人員規模は，総数でも職務別人員の配置数でみても，いずれも全国の約4％前後
の人的規模の地域であったということができよう。
　つまり関東地域と甲信越地域を合わせると，おおむね全国の24％前後のマンパワー規模で
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あったということができよう。
　販社と再販契約5）を結んで直接の取引関係にある小売店すなわちファミリーストア店数を
みると，都市地区で9，116店，関東地方全体で12，000店であり，甲信越地方では2，680店である。
すなわち，全国総計59，708店に対して，都市地区が15．3％，関東地域全体が20．1％，甲信越
地域4．5％の比率となりt関東・甲信越地域全体では24．6％の比率であった。
　すなわち関東・甲信越地域全体としては，人的規模もファミリーストア店数も，おおむね全
国の4分の1を占めていたということができよう。
（2）直販比率
　ところで，花王石鹸が，1968年に販社経路のみを流通経路とするシリーズ製品を発売した
直後の花王製品の流通経路の全体像は，図一1の通りである。流通経路と取引関係は，同図に
示されるように16通り存在するが，これらのうち販社の売上高となるのは，③④，⑤，⑥
と⑩⑯の経路を通じた取引関係によるものである。さらに，このうち⑩と⑯が販社から小売
店への直接販売いわゆる直販とされ，その販社全売上高に占める比率を直販比率という。
　関東地域全体の直販比率は不明であるが，そのうち都市地区の直販比率は，表一2に示さ
れるように，東京都の販社全体で575％，神奈川県の販社全体で53％，埼玉県の販社全体で
47％，千葉県の販社全体で48．9％であり，これら1都3県すなわち都市地区全体で54．7である。
これは表一1に示される全国の平均とほぼ同じ値といってよいであろう。ただし，この値は，
東京都と神奈川県の販社が牽引したものであって，埼玉県と千葉県は50％未満となっている
ことに注意しておきたい。
　関東地区の直販比率は，全体としてみると64。8％と都市地区やその代表の東京都よりも高く
なっているが，これも県別にみると，栃木県は50％未満であって，群馬県と茨城県が高いこ
とによることがわかる。また，甲信越地域の直販比率をみると，全体として39％とかなり低
くなっており，最高比率の長野県でも50％を下回っている。直販比率が17％の山梨では，そ
の他の経路すなわち図一1で示す④⑤，⑥の経路による比率が60％と大きくなっているこ
とがわかる。
　この時期の全国の販社の経営分析を通じて，花王石鹸販売部では，直販比率は全国平均で
54％であるが早急に60％以上にする必要があるとしている6）から，表一2に示される一部の
販社を除くと，おおむね直販比率の向上がはかられるべき状況にあったといえよう。
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図一1　花王製品の流通経路概略（1968年7月）
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（注）波線の太線は従来品の流れを，実線の太線はシリーズ商品の流れをそれぞれ示している。
（出典）花王石鹸（株）マーケティング部『新しい販売制度の手引』（1968年6月1日）3～4頁所収
　　　「新しい販売制度の要点」の概説表より作成。
（3）売上規模
　他方，平均月商をみると，表一1および表一2に示されるように，都市地区で約7億9222
万円，関東地域全体で約8億7，219万円，甲信越地域で約1億215万円である。全国合計29
億3281万円のなかでの比率は都市地区の月商は27％で，これに関東地区の2．7％を加えた関
東地域の月商は29．7％であり，甲信越地域のそれは3．5％である。したがって，関東・甲信越
地方全体で全国の33．2％を占めていたことになる。
　関東地域のなかでは，都市地区の平均月商が約7億9，222万円と関東地域全体のそれの
908％を占めており，そのなかでも東京の平均月商の約5億2，438万は都市地区の662％を占
めている。都市地区では，東京に続いて，神奈川県の約1億3256万円，埼玉県の約7，648万円，
千葉県の約5．880万円となっている。
　都市地区以外の関東地区の平均月商の合計は，表一1および表一2に示されるように，約
7，997万円であり，関東地域全体の約9．2％ということになる。そのなかでは，茨城県の約3，237
万円が最も大きく，それに続いて，群馬県の約2，796万円，栃木県の約1，963万円となっている。
　この時期の1969年4月から70年3月までの全国の販社105社の経営分析を通じて，花王石
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表一2関東・甲信越地域の販社別従業員数・ファミリー店数・売上構成（1970年8月）・売上高関係データ（1969年）
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~）
対象人ロ
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1人当花
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S1
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X92
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P8．10
P8．86
Q032
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O．24
O．64
O02
長野小計 3 15 6 10 34 0 1，46049．7 41．1 9．2 43，555・1，97022．11 1．48
新潟花王
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?z花王
繪z花王
????????16????293S71
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W0
Q6
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V2
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38??22，893T，930
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1，021
R61
U20
R92
22．42
P6．43
P7．67
P891
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O．20
O．38
O25
新潟小計 3 14 7 8 32 0 97034．0 43．3 22．7 47，1902，39419．71 L61
甲信越地域合計 6 32 招 19 70 0 2，68039．0 40．5 20．5 102，1475，14019．87 3．48
関東・甲信越地
謐㈹v 29 175 72 110386 5114，680 一 一 一 974，3393324029．31 33．22
（注1）1人当花王製品月額消費高は下記出典では「1969年下期の月額平均総売上高を販社別対象人ロで除したもので
　　　ある」としながらも，表示されている数値がそのようになっていないことが多いので修正した数値をここに表示した。
（出典）花王石鹸株式会社販売課『販社体制整備3ケ年計画』（1970年9月），同『販社体制整備5ケ年計画』（1971年3月）。
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鹸販売部では，都市部の販社の平均月商が3，526万円であり，地方の販社のそれが1，652万円
である7）とし，販社としての最低月商は2，000万円以上が最低ラインであるべきとしている8）。
　いま，図一1で示した②，⑦⑧⑨，⑬，⑮の販社以外の経路すなわち表一2の東京都
の「販社名」欄の「その他」49万8千円，神奈川県の「その他」の349万8，000円，千葉県の
「その他」の1，075万6千円の合計額1，475万2千円を都市地区の平均月商合計額の7億9224
万4千円から差し引いた額の7億7，747万2千円を，都市地区の販社数27で除すると，約2，879
万5千円となる。したがって，この都市地区の販社売上平均でみる限り，上述の全国主要都市
部の平均よりも下回っているものの，花王石鹸販売部で想定する最低ラインの2，000万円を上
回っていたことになる。
　同様に，関東地区について，栃木県の「その他」の166万円を，関東地区の合計7，996
万8千円から差し引いた額の7，830万8千円を同地区販社数6で割ると約1，305万1千円とな
る。したがって，関東地区3県販社の平均月商は，上述の全国の地方販社の平均よりも低くなっ
ていることになる。
　甲信越地域についても，同様に，合計額の1億214万7千円から，山梨県の「その他」の
171万1千円と長野県の「その他」の77万2千円の合計額248万3千円を差し引いた9，966
万4千円を，販社数の9で割ると約1，107万4千円となる。したがって，この地方の販社月商
の平均も上述の地方販社の平均よりも低かったことがわかる。
　このように，売上高でみると，都市地区とそれ以外の関東地区および甲信越地域では，大き
な差があったことに注意しておきたい。
　なお，一連の花王販社に関する別稿9）と同様に，今後，本稿では月額売上高2，000万円未満
を小規模販社，2，000万円以上4，000万円未満を中規模販社，4，000万円以上を大規模販社と呼
ぶことにしたい。
（4）1人当り花王製品月額消費高
　他方，1人当り花王製品月額消費高を，表一1と表一2によってみると，関東地域全体で
31円4銭であり，全国平均の28円54銭より高くなっている。これに対して甲信越地方では
19円87銭であり，全国平均よりも低く，他の地方と比べても最も低い値となっている。関東・
甲信越地域全体としてみると，表一2に示されるように29円31銭となり，わずかながら全国
平均を上回っているが，表一1に示される京阪神地区と比べて，かなり低い値ということがで
きよう。
　関東地域を都市地区とそれ以外の関東地区に分けてみてみると，都市地区全体の1人当り花
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王製品月額消費額は34円79銭であり，なかでも東京都が37円22銭と最も大きい値となって
いる。それに続いて，神奈川県の34円95銭，埼玉県の28円46銭千葉県の26円68銭となっ
ている。都市地区以外の関東地区全体の1人当り花王製品月額消費高は15円1銭と，甲信越
地域全体のそれよりも低く，そのなかでは群馬県の16円96銭，茨城県の15円30銭，栃木県
の12円57銭という順になっている。同じ関東地域でも，都県別にみると，都市地区との間に
2～3倍前後の開きがあったことがわかる。
　甲信越地域の1人当り花王製品月額消費高を県別にみると，長野県の22円11銭新潟県の
19円71銭，山梨県の14円69銭という順になっている。
　いずれにせよ，東京都や神奈川県を除くといずれも全国平均よりも低い値となっており，花
王製品の浸透が強く求められるべき市場であったことがうかがわれよう。
　以上のような地域の特徴が，各地区および各地域の販社設立の事情や経営状況とどのように
関わるのかに注意しながら，検討を進めることにしたい。
2．東京都での販社の設立過程と経営
　都市地区は，上述のように全国の27％の売上規模と16．5％の人的資源を占める地域であっ
たが，そのなかで売上規模の66．2％，人的規模で68．9％を占めた東京都と，それ以外の神奈川・
千葉・埼玉3県とに分けて，販社の設立と統合の過程をみてみることにしたい。
　まず，東京都では，図2－1の系譜図に示されるように，1960年代後半に，中央花王を除いて，
14の販社が設立された。そして，それらは，1971年から73年までに東・西・南・北の4販社
に多摩花王を加えた5つの販社に統合され，1983年には，これらと，後述する花王フィールド・
マーケティングが合併して東京花王販売に集約されることになる。
　これまでの筆者自身による研究で，東京地域の卸業界は，他の地域と比べて新興勢力の台頭
にともなう競争が活発な地域であり，地理的な近接という事情もあって帳合関係も輻較してい
ることが多かったことが知られている10＞。以下，そうした史的事情にも留意しながら，それ
ぞれの地区の販社の設立過程と経営状況についてみてみることにしたい。
（1）北新花王・大熊花王・能登屋花王と東京北部花王への統合
　東京都の北部地域では，1968年3月にヤマヤ商事（北区浮間3）が資本金300万円で北新
花王製品販売株式会社を単独で設立し，ヤマヤ商事の野口義男が社長に就いた。同年4月には
大熊商事（足立区足立1）が，これも単独で資本金300万円の大熊花王製品販売株式会社を設
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図2－1東京花王販売（株）の系譜図（東京・山梨）
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　参考資料；『花王販社ヒストリー』ほか。
（注）1971年5月の東京北部花王販売株式会社設立時の代表取締役社長については．『花王販社変遷図』（作成値月日不明）では鈴木浩とされ，同年7月
　からは鈴木栄が社長に就任したとされている。ただし．鈴木浩については不明であり．ヤマヤ商事の野ロ浩と鈴木栄との混同の可能性もあり．現段階
　では，東京北部花王販売株式会社の初代社長は特定できていない。
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立し，大熊酉蔵が社長に就任した。また同年11月には，能登屋の花王事業部を法人として発
展的に独立させて，資本金500万円をもって能登屋花王製品販売株式会社が設立され，能登屋
の社長の片田慶助が社長に就いた11）。
　1971年5月には，北新花王と大熊花王とが合併して，資本金500万円の東京北部花王販売
株式会社が設立され12），2年後の1973年10月には，能登屋花王も資本参加して合流し，1，000
万円へ増資された。増資時の東京北部花王の社長は，1971年7月に社長に就任したヤマヤ商
事の鈴木栄が続投したが，代表取締役会長には能登屋花王の社長である片田慶助が就いた。花
王石鹸販売部では，都内を東西南北の4つの販社に統合する全体計画のなかで，能登屋花王
の北部花王への参加を1972年3月13）あるいは同年9月14）とみていたので，予定よりも早く，
東京地区の北部3販社の統合が実現したことになる。
　表一2によって，能登屋花王，大熊花王および北新花王の経営状況をみておくと，人員規模
は6名，8名および7名であり，3社合計のファミリーストア店数は1，480であったから単純
に3で割ると1社当り約493店ということになる。これを3社別に区分していないのは，同一
エリアにあって，小売店からみると複数の販社や代理店との取引関係があって錯綜しており，
区分できないということもあったと思われる。
　平均月商をみると，能登屋花王が1，943万円，大熊花王が1，883万9千円，北新花王が1，704
万8千円であるから，能登屋花王が他2社に比べてわずかながら大きい。これは，同表に示さ
れるように，対象人口の若干の優位が反映しているとみられよう。ただし，いずれも前述の売
上規模別分類では，もう少しで中規模販社に届く位置にあるが，これも前述の都市地区の販社
平均の約2β79万5千円と比べると，かなり小さい額にとどまっていたとみられる。大熊花王
と北新花王の合計額は3，588万7千円となり，両社の合併によって中規模販社へと発展し，こ
れに能登屋花王の月商を加えると5，531万円7千円となるので，同社の合流によってさらに大
型販社へと発展したとみることができる。
　ところで，同表に示されるように，1人当り花王製品月額消費高でみると，北新花王の37
円87銭であり，能登屋花王の37円29銭とともに，東京全体でみた場合の37円22銭をわず
かに上回っており，都内でも花王製品の浸透度が比較的高い地域であったといえよう。
　一方，3社全体としての直販比率をみると96％であり，これは表一1のなかで最大の京阪
神区のそれを上回る大きな比率であった。これは，図一1に示される⑩と⑯の経路がほとんど
であったことを意味しており，母体となった代理店の従来の販売経路の新設販社への供出が大
きかったことによる。
　前述の1，000万円への増資の5ヶ月後の1974年3月，東京北部花王は，後述する東京東部
花王と東京多摩花王とともに，キャラバン車を導入し，小規模小売店を対象に回訪することと
一関東・甲信越地域での花王販社の設立と統合の過程一 143
した。これによって，セールスと物流の効率化ときめ細かいサービスを実施し，得意先の売上
向上を期することにしたのである15）。
　また，花王石鹸本社では，1974年5月から同年9月まで，花王石鹸と販社のコンピュータ
を公衆回線で結ぶ第一次オンライン・サプライ・システムの第一次を実施に移すことになり，
東京北部花王のほか，後述する東京東部花王，東京西部花王，東京南部花王がその対象となっ
て準備が進められた16）。
　なお，東京北部花王は，1983年5月に資本金を倍の2，000万円に増資したが，ここにいたる
過程で花王石鹸本社も資本参加している17）。同年8月には，図2－1に示されるように，東
京地区の他の販社とともに，首都圏の統合会社たる東京花王販売株式会社へ統合された。
（2）富士花王・東和花王・昭和花王と東京西部販売への統合
　東京の西部地区では，1966年3月に有力代理店の多喜屋（新宿区下落合2）の再建をはか
るなかで花王販社のさきがけのひとつとして，花王石鹸と多喜屋との共同出資の資本金500万
円で設立された多喜屋花王商事株式会社があった18＞。同社は，母体代理店・多喜屋の岩田勘
良が代表取締役社長を務めながらも，花王石鹸の指導を得て，神戸の松花商事や福岡の福岡花
王と同様に，初期花王販社としての実績を重ねた。1969年には商号を変更し，富士花王商事
株式会社となった19）。
　この他，太陽商事（中野区中央3：旧平木商店）の全額出資と同社の傘下特約店の協業によっ
て，1968年1月に資本金500万円で東和花王商事株式会社が設立され，社長には太陽商事の
平木龍夫が就いた。また翌1969年9月には中央物産（港区南青山2）がその傘下特約店を供
出して資本金100万円の昭和花王製品株式会社を設立し，中央物産の加味根養三が社長に就い
た2D）。太陽商事は，杉並区の空いた土地の活用を販社社屋のために提供し，また昭和花王は，
別の代理店の草壁商店（千代田区神田司町2）の建屋を借りて営業をスタートさせた。これら
の代理店はライオン油脂の代理店であり，太陽商事（旧平木商店）などは，ライオン油脂の扱
いの比重が大きかったが，これらのいずれも花王石鹸による販社設立の方針に協力的であった
といえる21）。
　これら3つの販社の経営状況をみると，表一2に示されるように，人員規模では富士花王の
16名，昭和花王の13名，東和花王の9名という順になっており，いずれも前述の北部地域の
3つの販社よりも就業人数が多い。ファミリーストア数でみると，3社合計が1，100店である
から，これは，前述の北部3社の合計1，480よりも380店少ないことになる。ここで3社別に
区分していないのは，やはり前述の北部地区と同様の事情があったからと思われる。
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　平均月商をみると，同表に示されるように，昭和花王が5，291万4千円という，前述の分類
で大規模販社の範疇に入るのをはじめとして，東和花王の3，384万6千円と富士花王の2，691
万9千円はいずれも中規模販社であり，3社のいずれも前述の北部地区の3つの販社の実績よ
りも大きい。これは，同表に示されるように，この東部地区の対象人口が大きいことが要因で
あろう。ちなみに富士花王の前身の多喜屋花王は，1968年10月から翌69年1月までの4ヶ
月間の全国販社の売上高ランキングでは，11位であり，東日本では，8位の札幌花王製品販
売に次ぐ位置にあった22）。
　1人当り花王製品月額消費高をみると，東和花王の37円52銭富士花王の37円44銭，昭
和花王の37円18銭という順であるが，いずれも高く，この東京西部地区も花王製品の浸透度
が比較的高い地域であったと理解されよう。
　3社全体としての直販比率をみると38％と低く，代行店比率が62％と高い。代行店とは，
設立母体となった代理店のことである。したがって，代行店比率が高いということは，販社設
立の母体となった代理店が，販社設立のためにその関係取引店を協力させながらも，図一1で
示す③⑪の販売経路を依然として活用する幅が大きかったことを意味している。
　ところで，その母体代理店の中央石鹸が設立に関係した別の販社としては，図2－1と表一
2に示される中央花王製品販売株式会社がある。同社の正確な設立の経緯は現段階では不明で
あるが，デパートと大手スーパー部門の取引が中心であり，花王石鹸販売部としてもそのまま
のかたちで存続させる方針をとっていた23）。その平均月商をみると，表一2に示されるように，
7，623万円6千円と多額で，東京合同花王に次ぐ地位にあった。ただし，デパートなどは，一
般小売店やスーパーとは異なり，メーカーの意図と異なった廉価販売などの懸念はさほど大き
くなく，また安定した取引先でもあった。表一2に示されるように直販比率も100％であって，
この中央花王は，他の販社とは異なり，やや特異な存在であったとみてよいであろう。
　さて，花王石鹸販売部では，都内を4販社に統合する全体計画のなかで，この東京西部地区
の富士花王，東和花王および昭和花王を1971年6月頃に合併させる構想を描いていたが24），
実際にはそれより3ヶ月ほど遅れて，同年9月に統合会社の東京西部花王販売株式会社が設
立された。設立時の資本金は500万円で，花王石鹸販売部の杉山由夫が就き，同年11月から
営業を開始した。翌1972年5月には1，500万円に増資しており，主な株主は花王石鹸のほか，
旧販社の経営主体でもあった太陽商事や中央物産などであった。
　東京西部花王は，1974年にはコンピュータを導入して翌年にはOS化した。さらに，1978
年には販社倉庫を新設した際に電算室も設置して情報化を推進した。
　なお，東京西部花王も，1984年8月には，図2－1に示されるように，他の東京地区販社
および花王フィールド・マーケティングとともに東京販売株式会社へ統合された。
一関東・甲信越地域での花王販社の設立と統合の過程一 145
（3）東京第一花王・ときわ花王・大東花王と東京合同花王および東京東部販売
　東京の東部地区では，まず1967年4月，保美商事（中央区日本橋中洲7）が中心となって，
資本金500万円の東京第一花王販売株式会社を設立し，さらに同年10月には，ときわ商会（墨
田区立花町2）が中心となって資本金1250万円のときわ花王株式会社を設立したos）。また
1968年5月には，津田麻商店（中央区日本橋小網町2）が中心となり卸店数社の協業によって，
大東花王商事株式会社を資本金500万円で設立した26）。
　この東部地域では，いわゆるB級の特約店が中心となって，激しい販社反対の運動が起きた
地域でもあった。反対運動のひとつのきっかけは，図一1にも示されているが，1968年7月
の販社ルートのみを流れるシリーズ商品の導入であった。これによって，販社経路の利益が明
確にされるとともに，販社設立に参加しない限り，販売経路から疎隔されるという印象がもた
れたのである。蔵前のB級店の広田商店は，反対運動の急先鋒であり，そこに多くの反対派が
集まって花王販社対策協議会を結成して，ひとつの対抗勢力となったのである。対立は一時は
深刻なものとなったが，花王石鹸販売部関係者による説得の努力によって，融和の方向に進み，
・翌1969年6月13日になって販社対策協議会は解散を決議し，同月22日に，熱海で協議会メ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　なおらいンバーであったB級店の店主を集めて「直会」が執り行われた。
　これにより販社反対の動きが収束し，その後販社への卸店の参加や統合が進展することと
　　　　なおらいなった。「直会」翌月の1969年7月には，東京第一花王の母体となった保美商事，ときわ花王
の母体のときわ商会をはじめ，栗山商事（品川区南品川1），柳屋（目黒区碑文谷6），柏屋（港
区芝田村町1）のほか27），かつて反対派であった中堅の卸店など約50社が出資して東京合同
花王販売株式会社が設立された。参加した卸店の所在地をみる限り，東京の東部だけではなく
南部へと地理的な広がりをもつことになった。これに応じて，南営業所を恵比寿の尾張屋に置
いた。設立時の資本金は2，250万円で，社長には栗山商事の栗山貞次が就いた。同社設立にと
もない，東京第一花王とときわ花王は解散した。
　ところで，この東京合同花王の経営状況をみてみると，表一2に示されるように，人的規模
は19名，平均月商が1億1，308万円4千円であり，そのいずれも都内では最大であった。前
述の規模別分類では，むろん大規模販社である。平均月商が最大であったのは，同表にも示さ
れるように，対象人口が最多という市場規模の大きさによるところが大きい。市場それ自体の
大きさも前述のように設立に参加した卸店の商圏が南部へ拡大したことによるとみられよう。
1人当り花王製品月額消費高も37円21銭と高いが，これは都内の平均値とほぼ同水準である。
　一方，大東花王の人員は，表一2に示されるように10名で，平均月商は，2，395万円である。
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平均月商は，東京合同花王の5分の1近くであるが，これも，同表に示される対象人口がほぼ
同様に小さいことによると考えられる。それでも，前述の規模別分類で中規模販社の範疇に属
する。1人当り花王製品月額消費高は36円45銭であり，都内のなかでも最小であるが，都内
平均の37円22銭と大きな開きはない。
　東京合同花王と大東花王をあわせたファミリーストア店数は，400である。単純に2で割っ
てみると200であるから，他の都内販社と比べても少ない。直販比率も27％であり，都内の
販社の中では最小である。他方で代行店比率が73％と高い。ファミリーストア店が少ないと
いうことは，再販契約を結んでいる小売店数が少ないということであり，それ以外の一般小売
店へ，販社設立に参加した卸店の経路すなわち図一1の③の経路と⑪の経路で捌かれる商品が
多かったということになる。
　花王石鹸販売部では，都内の販社を4つの販社に統合する計画のなかで，東京合同花王と大
東花王を1971年の3月あるいは6月に合併させる計画であったがos），図2－1に示されるよ
うに，実際にはそれより少し遅れて，同年12月に合併して東京東部花王販売株式会社が設立
されることとなった。東京東部花王では，1972年10月にコンピュータの導入を決定し，翌年
1月に機械を搬入した際三菱のシステム・エンジニアが常駐し，花王石鹸本社の担当者や東
京東部花王従業員とともに，4月の本稼働に向けて準備を進めた29）。なお，南営業所は，後
述するように，東京南部花王製品販売へと統合される。
（4）丸孝花王・油松花王・野村力オーと東京南部花王への統合
　東京の南部地区では，1968年1月に油松商店（大田区多摩川1）によって油松花王製品販
売株式会社が資本金500万円で設立され，同年5月には野村商事（渋谷区渋谷1）によって野
村カオー製品販売株式会社が同じく資本金500万円で設立された。また，同年6月には，丸孝（品
川区西中延1）によって丸孝花王製品販売会社が資本金200万円で設立された。それぞれの社
長には，設立母体となった卸店の代表者，すなわち油松の宝子山三郎，野村の野村勝三郎およ
び丸孝の馬部孝太郎が就いた30）。
　1969年4月に，油松花王は資本金650万円の東京花王南販売株式会社，野村カオーは資本
金620万円の東京城南花王販売株式会社となった。
　東京花王南，東京城南花王および丸孝花王の経営状況をみると，人的規模では東京花王南が
9名，東京城南花王が14名，丸孝花王が4名であり，平均月商では東京花王南が3，507万6千円，
東京城南花王が3，802万1千円，丸孝花王が1，280万4千円となっている。したがって，3社
のなかでは，東京城南花王が人員と売上規模でみる限り，最も大きい。これは同表に示される
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ように，東京城南花王の対象人口が3社のなかで最多であることを反映しているとみられる。
しかしながら，1人当り花王製品月額消費高でみると，人員と売上で最小の丸孝花王が37円
88銭で，わずかながら他の2社を上回っている。
　3社全体としてのファミリーストア店は，表一2に示されるように，1，200店であり，東京
の北部3社に次ぐ数である。直販比率は61％であり，東京北部3社の96％よりは小さいが，
全国平均の54％と前述の花王石鹸販売部の求める水準の60％のいずれも越えていることになる。
　この東京南部の花王3販社は互いに競合意識が強い関係にあったが，花王石鹸販売部では
1971年3月あるいは同年6月を期して統合させる計画であった31）。しかし，実際には，図2
－1に示されるように，少し遅れて，1971年11月に3社の統合によって東京南部花王販売株
式会社が資本金700万円で設立され，東京南部地域も1社にまとまることになった。同社ば，
翌年には2800万円に増資し，さらに1975年には4200万円に増資している。この間の1973
年4月には，コンピュータを導入し，売上伝票の発行をはじめ，各種統計資料の作成などの業
務を合理化している32）。
（5）八王子花王・多摩中央花王と東京多摩花王への統合
　都下の武蔵野・多摩地区では，1968年9月に二見商店（八王子市八日町）が中心となって，
後藤商店（所在地不明），富貴堂（八王子市横山町），喜久屋（八王子市仲町），吉本商店（所
在地不明）が協力して，八王子花王製品販売株式会社が設立された。資本金は350万円で，社
長には二見商店の二見正太郎が就いた。同年10月には，橋詰商店（立川市曙町2）と高柳商
店（所在地不明）を中心に，資本金200万円の多摩中央花王製品販売株式会社が設立され，高
柳商店の沢田新次が社長に就いた。その後，かねた商店（所在地不明），吉野商店（三鷹市上
連雀），中万商店（府中市府中）などが参加して，1969年8月に，多摩中央花王は商号を変更し，
資本金350万円のむさしの花王製品販売株式会社となった33）。
　表一2に示されるように，八王子花王とむさしの花王の人員はいずれも16名であり，ファ
ミリーストア店数は，八王子花王が490店，むさしの花王が370店であった。人的規模もファ
ミリーストア店数も，1社あたりでみると，これまでみてきた都内の各販社とさほど大きな差
はない。平均月商をみると，八王子花王が3，177万3千円で，むさしの花王はそれより800万
円ほど小さい2，394万5千円である。いずれも，先に述べた分類では中規模販社ということに
なる。1人当り花王製品月額消費高でみても，両社とも37円強であり，都内の各販社より少
し低いもののさほど大きな差はないといえよう。市場エリアに関する当事者の認識としては，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ママ）むさしの花王の沢田社長が「お隣の東和花王さんと力をあわせてあの地区一体を花王製品一色
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で」34＞と表現しているように，前述の東和花王の杉並・中野地区を隣接市場として意識して
いることがうかがわれる。
　直販比率は，八王子花王が65％，むさしの花王が62％であり，前述の東京北部全体の96％
には及ばないが，都内の他地区よりも高い比率であり，かつ花王石鹸販売部が示した最低水準
を満たしていた。これは，販社の設立と協業に加わった卸店の販路供出の貢献の大きさによる
といえよう。とくに八王子花王では，販社設立に際して出資卸店自身が販社設立の必要性につ
いて真剣な討議を重ねて主旨を充分に納得して発足したため，卸店の理解と協力が大きく，か
つトップ・マネジメントの結束が強く従業員のモラールが高かったという。そうした活力ある
販社組織によって自身の企画による拡売キャンペーンが行われたことや，東京のベッドタウン
として人口増加が著しいという市場環境にも恵まれて良好なスタートとなった35）。
　花王石鹸販売部では八王子花王とむさしの花王の統合は『販社体制整備5ヶ年計画』では構
想していなかったが36），1973年4月には，八王子花王とむさしの花王は解散し，図2－1に
示されるように新たに東京多摩花王販売株式会社が設立された。同社では，竣工成った花王石
鹸多摩流通センターの2階に事務所を置いて，同年6月より営業を開始した37）。また，同年
にコンピュータを導入した。すでに同社では，集中配送方式の導入などによる物流の合理化を
進めていたが，1974年10月には，第一次物流モデル販社に指定された。そこで，同社では，
委員会を設置して，セールス活動上の地域管理の合理化をはじめ，曜日別の積載量のアンバラ
ンスの解消，コストの削減，販社と販社物流を担う運送会社との連携意識の向上などの課題に
取り組んだ謝。
（6）販社支援組織
　ここで，花王販社そのものではないが，販社の活動を支援するために設けられた2つの組織
について，概要をみておくことにしたい。
①花王フィールド・マーケティング
　1979年5月には，首都圏に約1，000店存在したビッグチェーンストアの店頭（フィールド）
づくりを推進するため，花王石鹸全額出資の花王フィールド・マーケティング株式会社（KFM）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　よしひさが設立された。資本金は1，000万円で，社長には花王石鹸販売部の斉藤智久が就いた。KFMでは，
消費者ニーズに合った店頭づくり，量販店への各種情報提供，店舗状況に合った魅力的・効果
的な販促企画やイベントの開発を積極的に展開することとし，そうした活動を通じて，ナショ
ナルチェーン本部と各販社の量販店課とのコーディネーターとしての役割を担うこととなった39）。
②花王フィールド・コンパニオン・センター
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　なおKFM設立と同し1979年5月に，花王石鹸販売部内に花王フィールド・コンパニオン・
センター（KFC）が開設された。同年7月から，東京，『横浜，大阪，京都，神戸の各都市に
ある販社の代行店の取引先小売店を対象に，48名の花王フィールド・コンパニオンが一斉に
店頭回訪活動を開始し，主婦の花王製品の使用体験を小売店に伝えて花王製品の取扱数増加を
はかるとともに，小売店の要望を花王側に伝えることとした40＞。
（7）東京花王販売株式会社の設立
　1983年8月には，図2－1および図2－2に示されるように，東京都の4販社すなわち東
京北部花王，東京西部花王，東京東部花王，東京南部花王と花王フィールド・マーケティング，
および後述する神奈川県の2つの販社すなわち神奈川花王と神奈川西部花王が合併して，新
たに東京花王販売株式会社が設立された。資本金は2億円で，従業員数は450名，被合併会社
の実績を集計すると年商500億円にものぼる，当時のトイレタリー業界トップの流通卸企業と
なった。
　中央区八丁堀に本社が置かれ，旧販社の拠点を中心に，北部，西部，東部，南部，多摩横
浜，横須賀，平塚の8支店体制によって，新たな営業活動を開始した41＞。
　東京花王販売の社長に就いたのは花王石鹸の伊東克郎であったが，伊東は「日本の卸売業の
中であらゆる分野において最新企業を目指そう」という方針を示した。この方針にもとついて，
販売事務総務よび経理の各業務でOA化を推進するとともに，電話会議システムを採用し
て支店間ミーティングに活用した42）。
　1986年4月には，川崎市東扇島に竣工した東京物流センターで，IBM－4381をホスト・コン
ピュータとする新販社システムを本稼働させて，販社の合併にともなう規模の拡大と販社物流
の広域化へ対応させてゆくこととなった43）。
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図2－2東京花王販売（株）の系譜図（神奈川・埼玉・千葉・栃木・群馬・茨城）
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3．神奈川・千葉・埼玉での販社の設立過程と経営
（1）神奈川県での販社の設立
　神奈川県では横浜・川崎地区で5社，横須賀で1社，平塚・小田原地区で2つの販社が設立
された。それらの地区ごとに，販社の設立と経営状況および統合の概要をみることにしたい。
①服部花王・カヤギヤ花王・折目花王・東神花王・鶴見花王
　まず横浜・川崎地区では，1967年7月に服部商店（横浜市保土ヶ谷区）によって資本金100
万円の服部花王製品販売株式会社が設立され，翌年の1968年5月には，カヤギヤ花王販売株
式会社がカヤギヤ岸商店（川崎市旭町）によって資本金150万円で設立され，また折目花王製
品販売株式会社が折目商店（横浜市西区南幸町）によって資本金300万円で設立された。同年
5月には，矢部商店（横浜市南区吉野町）によって資本金580万円の東神花王製品販売株式会
社が設立された。同年同月，共栄商事（所在地不明：後述する新潟県の同名卸店とは別）と長
岡屋（川崎市並木通）らによって資本金200万円の鶴見花王製品販売株式会社が設立された。
それぞれの代表取締役には，母体代理店の人々が就いた。すなわち服部花王の社長には服部廉
三郎，カヤギヤ花王は岸恭信，折目花王は折目一男，東神花王は矢部亮輔そして鶴見花王は長
岡屋の佐藤与作であった44）。
　これらの販社の経営状況をみると，表一2に示されるように，服部花王，カヤギヤ花王およ
び鶴見花王の人員はいずれも4名，折目花王は5名，東神花王が9名となっている。これら5
販社全体のファミリーストア店数は700であり，単純に5で割ると140店となり，これを各社
平均ファミリーストア店数とみると，都市地区の他の地域の販社ファミリーストア店数と比べ
て少ない。5社全体の直販比率は46％で，逆に販社設立母体の代理店である代行店扱い，す
なわち③・⑪の経路の売上比率が51％と高い。また販社と代行店以外の経路すなわち同図
の④，⑤および⑥とその川下の経路の売上比率が3％となっている。都市地区では，表一2に
から理解されるように，後述する埼玉第一花王を除き，神奈川県の販社が比較的このような経
路を活用していることがわかる。
　平均月商をみると，5社のなかで前述の2，000万円以上の中規模販社に属するのは人員最多
の東神花王の2，904万4千円だけであり，折目花王の1，436万1千円，鶴見花王の1252万7千
円と続く。服部花王とカヤギヤ花王は，1，000万円未満であり，都市地区の販社のなかではか
なり低い実績といえよう。1人当り花王製品月額消費高は，いずれも35円前後であり，東京
都の販社のそれに比べると低いが，表一1に示される全国平均や，後述する埼玉県た千葉県の
販社と比べると高く，比較的，花王製品の浸透度が高い地域であったといえよう。
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　花王石鹸販売部では，1970年12月までに，この横浜・川崎の5販社を統合する計画であっ
たが45），図2－2に示されるように，それ以前の同年9月にこれを実現させ，資本金300万
円の神奈川花王製品販売株式会社が設立された。翌1971年1月21日，横浜市港北区新羽町
で花王石鹸の港北ディストリビューション・センター（DC）が稼働を開始した。このDCは，
倉庫内の作業から商品発送までの荷扱いで人手をできるだけ省いて一貫的に処理するシステ
ムであった。神奈川花王は，このDCの2階に事務所を置いて，その稼働開始と同時に営業を
開始した46＞。営業開始時点のファミリーストアは850店，直販比率50％と，いずれも表一2
でみた5販社の総合値よりも高い数値であった。代行店は26店であった。また同年8月には，
セールス人員を増加して開発課を新設して，小売店の新規開拓に力を入れることとした47）。
翌1972年4月には，コンピュータ（三菱メルコム83）を導入して，伝票発行や集計業務を機
械化するとともに，販売・配送・事務全般の合理化を進めた48＞。
②小山花王から南神花王へ
　横須賀では，まず1968年2月に小山商会（横須賀市米ケ浜通）によって資本金300万円の
株式会社小山花王が設立された。同社の商号変更によるものなのか否かは確認できていないが，
いずれにせよ，小山商会が中心となって，1969年9月に資本金500万円の南神花王製品販売
株式会社が設立され，大竹広が社長に就いた49）。
　同社の人員は10名であり，いちおう神奈川県の販社では最多である。ファミリーストア店
数も450店であり，前述の横浜・川崎地区の1社あたり平均140店や後述する西部地域の販
社と比べると，神奈川県で最多ということになる。直販比率は64％であり，神奈川県の販社
では西湘花王に次ぐ大きさであり，全国平均の54％と前述の花王石鹸販売部が求める水準の
60％を越えている。しかし，他方で母体卸店の経由の比率すなわち代行店比率が24％であり，
さらにその他の比率すなわち販社と母体代理店以外の比率が都市地区では最大の12％となっ
ており，販社経路への集約が大きな課題であったと思われる。平均月商は，2274万円であり，
神奈川県では前述の東神花王に次ぐ実績であったが，1人当り花王製品月額消費高は34円93
銭と都市地区の平均値をほんのわずかに上回る程度でしかなかった。
　南神花王は，前述の横浜・川崎の統合販社として設立された神奈川花王への参加の意向を示
し，これに対して花王石鹸販売部ではしばらく様子をみることとしていた50）。しかし，結局
図2－2に示すように，1976年4月に神奈川花王の横須賀営業所が設置されたのにともない，
同地区をカバーしていた南神花王は解散し，その役割は神奈川花王へ継承された51）。
③原重花王・西湘花王と神奈川西部販売
　神奈川県の中では西部の方の動きが早く，1967年5月に原重商店（平塚市平塚）によって
資本金100万円の原重花王製品株式会社が設立され，同年同月に茶利商店（小田原市多古）に
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よって資本金300万円の西湘花王製品販売株式会社が設立された。原重花王の社長には原商店
の原喜一が，西湘花王の社長には茶利商店の中山幸太郎がそれぞれ就いた。原重花王は，設立
2年後の1969年6月に解散し，新堀商店（藤沢市本町）の新堀秀次なども資本参加して，新
たに資本金500万円の湘南花王製品株式会社が設立された。
　湘南花王と西湘花王の経営状況をみると，表一2に示されるようにt人員規模はいずれも9
名で同数であり，ファミリーストア店数は，湘南花王が299店で，西湘花王が367店と多い。
これは，西湘花王の直販比率69％が，湘南花王の54％を上回っていることにも反映している。
しかし，平均月商をみると，湘南花王の1，929万1千円が西湘花王の1，586万8千円を上回っ
ている。これは湘南花王の販路の40％を占める母体代理店すなわち原重商店などの販路や，
その他の経路といった従来の販路を十分に活用したことと，対象人口が10万人以上多いとい
う市場規模の違いによるとみられよう。花王製品の1人当り月額消費高では，逆に，わずかな
がら西湘花王が湘南花王を上回っているものの，いずれも神奈川県全体の平均と大きな開きが
ない。したがって，他の神奈川県の販社と同様に，全国のなかでは表一1に示す京阪神地区や
表一2に示す東京都の販社に次いで花王製品の浸透度が高い市場であったといえよう。
　花王石鹸販売部では，湘南花王と西湘花王については，1975年末を目処とする構想のなか
で現状維持を計画していたが52），実際には図2－2に示されるように，1974年11月に，資本
金1，750万円の神奈川西部花王販売株式会社が設立された。これにともない，翌年の1975年
10月に湘南花王と西湘花王の両社は解散し，その翌月の同年11月から神奈川西部花王販売が
営業を開始した。
（2）千葉県での販社の設立
　千葉県では，千葉市に1社，市川市に1社，船橋市に1社が設立された。その後，市川市と
船橋市の販社の統合がみられ，さらに残る1社も統合されてゆくことになる。最初の3つの販
社の設立の過程と，最初の統合を経て2社になった時点での経営状況，および全県1販社への
統合の過程をみてみることにしたい。
①金親花王から千葉中央花王へ
　千葉県では，まず1967年4月に千葉市内の問屋の金親株式会社（千葉市本町）によって，
資本金200万円の金親花王株式会社が設立され，金親の金親稔が社長に就いた。2年後の
1969年7月には，金親のほか，同一市内の飯豊商店（千葉市本町）や池田精美堂（千葉市吾
妻町）などが協業して，新たに資本金550万円の千葉中央花王株式会社が設立され，飯豊商店
の飯豊竜三郎が社長に就いた。これにともない，同年8月に金親花王は解散したss）。
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　千葉中央花王の設立直後から翌年にかけての経営概況をみると，表一2に示されるように，
人員は9名，ファミリーストア店数は250店，平均月商は2，039万3千円であり，かろうじて
中規模販社に属する実績であった。直販比率は40％で，代行店比率の60％よりも低く，金親
商店の経路を依然として活用していたことがうかがわれる。1人当り花王製品月額消費高は
27円52銭であり，後述する千葉西部花王もそうであるが，都市地区のなかでは低い値となって
いる。
　なお千葉中央花王では，1971年7月に増資して1，320万円の資本となり，翌年の1972年9
月にはには準販社待遇の代理店であった大木商店（佐原市佐原），秋葉商店（夷隅郡大原町），
望月商店（館山市北条）を中心に14店が，同社の経営に参加した。さらにその翌年の1973年
7月には，さらに増資して2，000万円の資本とした。増資の過程で，花王石鹸本社の出資があっ
た。これは，他の販社の増資の過程でもほぼ共通にみられることといえる。なお，1974年に
はコンピュータを導入している。
②船橋花王・西葉花王と千葉西部花王への統合
　1968年6月に，株式会社三陽（船橋市海神）によって資本金500万円の船橋花王株式会社
が設立され，三陽の三橋敬次郎が社長に就いた。まだ同年同月，渋谷本店（市川市関ケ島）に
よって，資本金300万円の西葉花王販売株式会社が設立され，渋谷商店の渋谷要之助が社長に
就いた。
　1969年9月，渋谷本店が中心となって，立沢商店（松戸市松戸）など10卸店の協業によっ
て，資本金500万円の千葉北部花王製品販売株式会社が設立された。これについては，西葉花
王も協業したとされるが，同社自体は1970年8月まで存続している。したがって，渋谷本店は，
この時点で2つの花王販社の設立の母体となったことになる。千葉北部花王は翌年の1970年
6月に商号を変更し，資本金1，000万円の千葉西部花王販売株式会社となり，同年12月には2，500
万円に増資した。
　これにともない，船橋花王は1970年6月に，西葉花王も同年8月にそれぞれ解散し，船橋
花王の三橋社長は，千葉西部花王の非常勤取締役となった。したがって，実質的には，千葉西
部花王の設立は，西葉花王，船橋花王および千葉北部花王の統合を意味したのである。
　千葉西部花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，人員は協業を反映して19名
と比較的多い。ファミリーストア店数も，同様の理由から650店と比較的多い。
　直販比率はほぼ全国平均に近い55％であるが，代行店比率が45％となっているのは，三陽
や渋谷本店などの母体卸店の販路への依存が継続していたことを意味する。一方，商号変更前
の実績と思われるが，平均月商は，前述の千葉中央花王よりも多い2，765万2千円となっている。
しかし，花王製品の1人当り月額消費高は，25円89銭と，都市地区のなかでは最も低い値となっ
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ている。
　花王石鹸販売部では，「千葉北部，船橋の両販社が合併し，千葉西部花王となったことによ
り2販社の体制を継続する」54）とし，また千葉は「整理統合計画完了」55）ともみていたが，
ここで注意しておきたいのは，表一2に示されるように，千葉中央と千葉西部の両販社以外の
「その他」の経路すなわち図一1の②⑦，⑧，⑨，⑬⑮の経路による平均月商が，千葉
中央花王の半額以上の1，075万6千円もあったことである。すなわち，千葉県全体としては，
2つの販社を経由しない商品の流れも多く，市場を販社が掌握できていなかったといってよい。
　なお1977年11月，千葉中央花王と千葉西部花王が合併し，資本金3，500万円の千葉花王販
売株式会社に統合された。千葉花王では，全県1社の販社として，花王製品の販路のいっそ
うの開拓と市場浸透をはかるため，1983年4月に木更津営業所，1984年10月に佐原駐在所，
1985年に成田営業所と木更津営業所と茂原出張所，同年7月に館山出張所をそれぞれ開設し
た。
（3）埼玉県での販社の設立
　埼玉県では，川越市，春日部市および浦和市に各1社，合計3つの花王販社が設立され，こ
のうち2社の商号変更を経て，3社が1社に統合される。各販社の設立と経営および統合の過
程の概要をみることにしたい。
①麻友花王から埼玉中央花王へ
　まず川越では，1967年12月に，花王石鹸代理店の麻友（川越市大字川越）の全額出資によ
り資本金500万円の麻友花王株式会社が設立され，麻友の清水友右衛門が社長に就いた。麻友
の関係者は，設立の前の同年6月頃に松花商事（1966年3月設立：1967年12月に神戸花王へ
商号変更）の松井実社長に意見を聞き，また社内でも協議した結果，設立2ヶ月前の1967年
10月に，基本方針を「花王販社設立についての弊社の考え方」としてまとめている。また同
一市内の代理店の角大本店（川越市喜多町）にも相談したが合意を得られず，麻友による単独
販社になったという56）。
　麻友花王は，1969年6月には埼玉中央花王製品販売株式会社に商号を変更し，その翌月には，
主に麻友の取引先であるB店の資本参加を得て，資本金を1，000万円とした。
　その頃の埼玉中央花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，人員は17名であり，
埼玉県内の他の2販社よりも多く，首都圏では前述の東京合同花王と千葉西部花王の19名に
次ぐ数であった。他方，ファミリーストア店数は250しかなく，直販比率も35％程度であり，
いずれも県内の他の2販社よりも小さい値である。しかし，平均月商は，4，019万2千円と，
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県内3社のなかで最多であった。前述の分類では，大型販社の範躊に属する。これは，対象人
口が大きいことが最大の要因であるが，同時に，麻友を通じた販売経路すなわち代行店比率が
65％もあることから，その経路を十分に活用した成果といえよう。1人当り花王製品月額消費
高は，28円46銭であり，他の県内2販社とほぼ同額であり，全国平均とも近い値であった。
　埼玉中央花王では，1971年5月には，さらに倍額増資して，2，000万円の資本金となり，翌
年の1972年の3月には，埼玉県中央卸団地内に竣工した新社屋に移転した。1974年9月には
コンピュータを導入し，さらに1976年2月には，OS化を実現して，販社在庫を花王石鹸本
社へ移管することとなった。
②イセヤ花王から埼玉第一花王へ
　麻友花王が設立されたのと同時期の1967年12月に，春日部市では，花王石鹸代理店の伊勢
屋（春日部市粕壁）の花王事業部を独立させて，資本金300万円のイセヤ花王販売株式会社が
設立された。社長には，伊勢屋の佐野一男が就いた。春日部青年会議所の創設など，地元の商
業界で実績のある経営者である。
　1969年9月，埼玉県東部の卸店21社が資本参加して代行店となり，新たに資本金600万円
の埼玉第一花王販売株式会社が設立された。
　その頃の埼玉第一花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，人員は10名であるが，
ファミリーストア店数は460店であり県内3販社のなかでは最多であった。直販比率が49％，
代行店比率が38％であり，その他の経路が13％もあった。これは，伊勢屋の販売経路と，販
社および伊勢屋以外の販売経路を活用することが，この時点では物流上，合理的であったこと
によると推察される。こうした複数経路を活用した平均月商は，2，194万5千円であり，前述
の分類では中規模販社に属する成果を上げている。しかしながら，花王製品1人当り月額消費
高は，28円35銭であり，他の埼玉県内2販社とほぼ同様の水準にとどまっている。
　ところで，埼玉第一花王では，1971年5月に新社屋建設のため，花王石鹸株式会社に保証
人になってもらって，埼玉銀行より3，000万円の融資を受けたが，建設予定地が市街化調整区
域のため，なかなか建設許可が得られなかった。翌1972年2月に，社屋建設工事を敢行し，
同年5月に完成した新社屋に移転した。翌年の1973年3月には，倉庫の近代化を目標にラッ
クを設置し，さらにその翌年の1974年10月には，コンピュータ（三菱のメルコム88）を導
入した経営の近代化をはかった。さらに，1976年2月には，花王石鹸本社とのオンライン化
によるOSシステムへと移行した。
③埼玉県南花王
　浦和市では，1968年5月に，花王石鹸代理店の邦友商店（浦和市岸町）を中心として，伊
勢屋のB級店の本田屋（所在地の詳細不明）と細田屋（所在地の詳細不明），角大本店のB級
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店の飯村商事（所在地の詳細不明）の3つの浦和市内の卸店，さらに蕨市の飯村商事（所在地
の詳細不明）と，全部で5つの卸店の協業によて，資本金300万円の埼玉県南花王製品販売株
式会社が設立された57）。社長には，邦友の飯田愛治が就任した。翌1969年には，前述の伊勢
屋のほか，長野（所在地不明）と村田（所在地不明）の2店が加わり，20万円を増資した。
　その頃の埼玉県南花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，人員は11名，ファ
ミリーストア店数は390であり，いずれも県内3社のなかでは中間に位置している。他方，直
販比率が78％と高く，代行店の販売経路による比率は22％であった。これは，設立の中心と
なった邦友やその他のB級店が，販社からの商品供給経路に従来の販売経路をほぼ供出したこ
と，残り花王製品の販売のすべてを邦友へ依拠したことを意味しているといえる。平均月商は，
地域内の対象人口が小さいこともあってか，1，433万9千円という小規模販社の範疇にとどま
るものであった。1人当り花王製品月額消費高は28円62銭であり，県内3社のなかではいち
おう最大額であるが，あまり大きな差はなく，埼玉県3販社はいずれも全国平均レベルにとど
まっていたといえる。
　ところで，花王石鹸販売部ではt1972年の4月頃あるいは1973年4月頃までに埼玉県南花
王と埼玉第一花王を合併させ，埼玉中央花王との2社並立よる競争を構想していたss）。実際
1972年には埼玉南花王と埼玉第一花王との協業の話があって実現が期待されたが，双方のトッ
プの思惑もあって，実らなかった。
　なお，1980年1月には，埼玉県戸田市に花王石鹸の戸田流通センター（DC）が完成し，埼
玉県南花王も同センター内に移転した。このDCは，埼玉県南花王のほか，東京北部花王と東
京西部花王の代行店配送も行うこととされ，複数販社の協同DCという役割を担う，当時とし
ては新しいタイプの大都市物流拠点となった59）。
　④埼玉花王販売への統合
　図2－2に示されるように，1983年10月，上述の埼玉県の3つの販社すなわち埼玉中央花
王，埼玉第一花王および埼玉県南花王が合併して，新たに埼玉花王販売株式会社として発足し
た。新会社の資本金は，2，850万円で，従業員は140名であった。
　川越支店（旧埼玉中央花王），春日部支店（旧埼玉第一花王），戸田支店（旧埼玉県南花王）
の3つの支店を置き，本社は川越支店に同居した。また川越支店の営業所として，新たに熊谷
営業所を設けた60）。
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4．北関東地区での販社の設立過程と経営
（1）栃木県での販社の設立
　栃木県では，1967年7月に小野川鍋次郎（宇都宮市大町）商店を中心に，いくつかの卸店
の協業によって，資本金500万円の栃木花王製品販売株式会社が設立され，小野川鍋次郎が社
長に就いた61＞。
　栃木花王の設立から2～3年後の経営状況をみると，表一2に示されるように，13名の人
員でファミリーストア店数は780である。直販比率が49％であり，残る51％は代行店に依存
していた。平均月商は，1，793万3千円であるから，小規模販社の範疇にとどまる実績であっ
た。また花王製品1人当り月額消費高をみても，12円76銭であり，北関東の他の販社のみな
らず全国の販社のなかでも，最も低い額であった62）。栃木県では，この栃木販社以外の経路，
すなわち図一1の②⑦，⑧⑨，⑬⑮の経路に相当する「その他」の月額売上高が，栃木
花王の約1割の166万円あったが，そこでの花王製品1人当り月額消費高も・10円85銭とかな
り低い値であった。
　すなわち栃木県は，表一1の他の地方の花王製品1人当り月額消費高と比べてみても，全国
のなかで最も低い位置にあり，花王製品の浸透を最も急がなければならない地域であった。
（2）群馬県での販社の設立
　群馬県では，前橋市の小松屋本店（同市曲輪町）と高橋本店（同市立川町），高崎市の牧絵
商店（同市連雀町）と村伝商店（所在地の詳細不明），渋川市の石坂商店（同市2141），富岡
市の日野屋商店（同市仲町）および本庄市の入商店（所在地の詳細不明）などが中心となって
県内の17の卸店の共同出資により63），1968年7月に資本金500万円をもって群馬花王製品販
売株式会社が設立された。社長には，小松屋の森本孝三が就き，伊勢崎市に本社・営業所を置
いて営業を開始したが，翌年の1969年6月には前橋市の卸団地に移転した。
　移転後の群馬花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，16名の人員で，ファミリー
ストア店数は984と，いずれも栃木花王より少し大きな値となっている。販路をみると，販社
の直販比率が70％と高く，残る30％も販社設立の母体代理店である代行店によって捌かれて
いた。これは，販社経路への母体代理店の協力が大きかったことを示している。平均月商はt
2，796万2千円であり，花王製品1人当り月額消費高も16円96銭であり，いずれも北関東3
県のこの時期の販社のなかでは最も高い値であった。ただし，花王製品1人当り月額消費高は，
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表一1からわかるように，全国のなかでは，この北関東全体が低い地域であったことに注意し
ておかなかればならない。すなわち，群馬県も，他の北関東2県と同様に「もともと花王の最
も弱体地のユつ」ωであった。
　他方，群馬県内では，花王石鹸本社販売部と，代理店として存続していた65）小川屋（館林
市材木町），矢野商店（桐生市本町）および和久井商店（足利市通り2）との間で検討していた，
別の販社の設立計画を1971年6月をもって断念せざるを得なくなり，結局，和久井商店を除
く他の2つの代理店と花王石鹸との取引も中止することなった。
　群馬花王では，1971年8月には，村伝商店の神成吉彦が社長となり，同年9月には両毛線
を中心に販売網の拡大強化をはかるために66）太田営業所を開設し，さらに翌1972年10月に
は本社を前橋市朝倉町に移転させた。
（3）北関東花王への統合
　1975年になって，栃木県の市場強化はかるべく検討していた栃木花王の強化策の限界から，
同社を群馬花王と協業化させる方針へと変わってきた。そこで，栃木花王の関係者の了解のも
と，同年9月に栃木花王を解散し，同年10月に群馬花王を北関東花王販売株式会社へと商号
変更し，同社の増資分を旧栃木花王関係者が取得することとした。群馬花王と栃木花王の事実
上の協業化といえよう。
　北関東花王の資本金は4，100万円であり，本社は宇都宮に置かれ，前橋と太田に両営業所を
置いて営業を再スタートさせた。1977年4月には，宇都宮にあった本社と宇都宮営業所を花
王石鹸栃木工場内の南側に新設した新社屋に移し67），さらに1983年5月には，宇都宮市のす
ぐ南の下都賀郡壬生町に竣工した新社屋に移転している。なお，同社屋には花王石鹸本社関東
支店宇都宮営業所も同居した68）。
　北関東花王では，1983年10月から専任のマーチャンダイジング（SMD）企画担当を置いて
プロジェクト・チームを作り，小売店頭活性化のための準備と実験を進めていた。その成果と
して，花王石鹸本社と共同で，携帯用ターミナルを活用した受発注・売場管理システムを開発
し，1984年8月から取引先小売店へ導入した。主に中堅クラスの食品スーパーの日用雑貨売
場全体の活性化を目的に，陳列パターンの提案，システム器材の提供，販促企画の提案および
各種情報の提供などを始め，花王SMDシステムの先駆けの役割を果たした69）。
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（4＞茨城県での販社の設立
　茨城県では，1968年3月に2つの販社が設立された。ひとつは，荒為（所在地の詳細不明）
が中心となって資本金500万円をもって設立された南茨城花王製品販売株式会社であり，荒川
武夫が社長に就任した。いまひとつは，五晃（水戸市泉町広小路）が中心となって，同じく資
本金500万円をもって設立された東茨城花王製品販売株式会社であり，社長には五晃の戸井田
五郎が就いた。
　両社の経営状況をみると，表一2に示されるように，人的規模は，いずれも10名である。ファ
ミリーストア店数は，南茨城花王が608であり，東茨城花王の512を少し上回っている。ただし，
直販比率をみると，東茨城花王が78％と高く，南茨城花王の59％を大きく上回っている。い
ずれも，残る販売実績は代行店依存であった。平均月商をみると，東茨城花王が1，668万2千
円であり，南茨城花王の1，569万1千円よりも100万円近く高い実績となっている。これは，
前述の直販の効果と，表一2に示される対象人口が大きいことによると推定されるが，その一
方で，花王製品1人当り月額消費高は，南茨城花王の方が少し高くなっている。
　花王石鹸販売部では，そうした花王製品浸透度の低い東茨城花王の体質を強化する必要を認
めながらも，当面，茨城県ではこの2社体制を維持する方針であった70）。しかし，詳細は不
明であるが，この両社は，1976年9月に合併して，茨城花王製品販売株式会社となった。合
併後の資本金は2，000万円となり，出資者には，前述の荒川武夫のほか，花王石鹸本社，坂場
商店（水戸市青物町），服部商店（古河市大工町），登利文（土浦市田宿町）などが加わってい
る。茨城花王では，1977年10月に筑波の南営業所新社屋を完成し，同地区の営業を再スター
トさせている7D。
　1984年6月，北関東地域の広域販社体制整備のため，北関東花王販売株式会社の商号を継
承し，茨城花王製品販売株式会社を合併させた。両社の対等合併をはかるため，同年3月に北
関東花王では，4，100万円から3，000万円に減資し，合併後の資本金は，その3，000万円と茨城
花王の資本金2，000万円を合計した5，000万円となった。社長は，神成吉彦が留任した。また，
従来の両社の営業所を支社とし，宇都宮，水戸，土浦，前橋太田の5支社体制とした。また，
水戸支社直轄の鹿島出張所も新設した。
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5．甲信越での販社の設立過程と経営
（1）山梨県での販社の設立
　山梨県では，1968年5月に山本商店（甲府市緑町）関係者の全額出資によって，資本金200
万円の山梨花王製品販売株式会社が設立され，社長には山本宗七が就いた72＞。
　同社の経営状況をみると，表一2に示されるように，4名の人員でファミリーストア店数も
250ほどであり，山梨花王の売上のなかでの直販比率は17％と低く，代行店比率も23％であり，
それ以外の6割を，販社と母体代理店たる山本商店以外の販路すなわち図一2の④⑤，⑥な
どの経路に依存している状況であった。平均月商も，969万1千円程度の小規模販社と呼ぶべ
き範疇の実績であり，花王製品1人当り月額消費高も14円68銭と北関東では栃木花王に次い
で小さい値であった。また，栃木県と同様に，販社以外の販路である「その他」の販売経路に
よる売上も，山梨花王の約18％に相当する171万1千円ほどあり，1県1販社ながらも，全
県を掌握する販売力を持ち得ないでいたことがわかる。
　こうした状況について花王石鹸販売部では，「未参加店の参加を期待せず，山本商店からの
分離と花王の出資をはかりながら，地盤の拡大による体質の強化」73＞をはかるという方針であっ
た。実際1975年3月の150万円の増資の際は，その全部を花王石鹸本社が引き受けて資本
参加することとなった。その2年後の1977年9月には，コンピュータを導入した。
　1980年7月には，当時の中館博社長の退任にともない，花王石鹸の深川昭一が新社長に就
任した。その4年後の1984年11月には，中巨摩郡田富町流通団地に完成した新社屋に移転し
た。そして，その後も山梨県内唯一の花王販社であり続けたが，1986年8月に東京花王販売
株式会社（1983年8月設立）に合併されるにいたった。
（2）長野県での販社の設立
　長野県では，図2－3にも示されるように1967年11月から翌1968年7月にかけて3つの
販社が設立され，それが全県1社へと統合される。各販社の設立過程と経営状況および統合の
過程についてみてみよう。
①長野花王
　1967年11月に，長野市の山口商店（同市上西町）の全額出資によって，資本金300万円
の長野花王製品販売株式会社が設立され，社長には山口米太郎が就いた74）。設立の前年には，
すでに山口商店内に花王部が設置され，花王製品のセールス制も導入されて経理と人員の分離
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図2－3東京花王販売（株）の系譜図（長野・新潟）
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が進められており，そうした準備段階を経たうえでの単独販社の設立であった。設立後，他の
卸店7社も資本参加し，それらの卸店は長野花王の代行店となった。
　1969年から70年頃の長野花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，14名の人員
でファミリーストアは251店であり，直販比率は表一1に示される全国平均と同じ54％であっ
た。山口商店をはじめとする販社への出資卸店の販路である代行店への依存は26％であり，
残る20％をそれ以外，すなわち図一1に示す④，⑤⑥などの販売経路に依存していた。そ
うした多様な販売経路による平均月商は，1，691万円と前述の花王石鹸販売部の求める最低ラ
インの2．000万円を下回る実績であり，前述の分類では小規模販社であった。しかし，花王製
品1人当り月額消費高は31円8銭であり，表一2に示す首都圏の34円79銭には及ぼないが，
表一1に示される全国平均の28円54銭や，表一2に示される関東地区の15円30銭や甲信越
地区の19円87銭を上回る実績であった。
　その後，長野花王では，1971年3月には倍額増資して，600万円の資本金となった。1973
年4月には，長野市川合新田卸センターに移転し，フォークリフトと自動ラックによる搬送・
搬出を開始した。1976年9月には，花王石鹸本社とのOS化を実現している。その2年後には，
さらに倍額増資して，1200万円の資本金となった。
②信州花王
　松本市では，長野花王設立の翌月の1967年12月に，宮坂金人商店（同市神明町）に設けら
れていた花王事業部を独立させて，資本金300万円の信州花王製品販売株式会社が設立された。
宮坂金人が社長に就き，翌年2月から宮坂商店の敷地内で営業を開始した。1969年6月には，
伊那市の花王代理店の有賀商事（同市伊那）ほか13の卸店が資本参加して，500万円の資本
金となり，単独販社から地域販社へと転じることとなった。
　その頃の信州花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，11名の人員で，ファミリー
ストア店数は758と長野県3販社のなかでは最多であった。それでも直販比率は41％と3販
社のなかで最も小さい比率で，57％を宮坂・有賀両卸店ほか資本参加した卸店である代行店の
販路に依存し，さらに，それでもカバーしきれない2％をそれ以外の販路に依存していた。そ
うした経路を活用した平均月商は，187万600円と長野県の3販社のなかでは最大の実績であっ
た。これは，同表にも示される対象人口の大きさにも依っているとみられよう。しかし，花王
製品1人当り月額消費高は，18円86銭と低い額でしかなかった。
　その後信州花王では，1972年12月に木工団地に新築移転し，750万円に増資した。1974
年9月には，三菱メルコム88を導入し，さらに1981年4月には新機種の三菱メルコム80－
36Nを導入している。1985年1月には，松本市流通業務団地（同市笹賀）に竣工した新社屋
に移転している75）。
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③東信花王
　1968年7月には，山崎長兵衛商店（小諸市荒町）はじめとする花王代理店3社76）と特約店
5社の出資により，資本金300万円をもって東信花王製品販売株式会社が設立され，山崎調一
郎が社長に就いた。1974年6月には増資して1200万円の資本金となった。その際花王石鹸
も資本参加している。同年11月には，それまでの上塩尻の30坪の借倉庫から，上田市問屋町
に完成した新社屋に移転した77）。
　その頃の東信花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，9名の人員で，451のファ
ミリーストア店数であった。直販比率は62％と長野県の3販社のなかでは最も高い比率であっ
た。残る販路は，代行店36％，その他が2％であった。平均月商をみると716万7千円で，
花王製品1人当り月額消費額も18円10銭と長野県の3販社のなかで最も低い実績であった。
なお，長野県では，3販社以外に，「その他」すなわち図一1で示される②⑦，⑧，⑬など
の経路に依存する地域が残されており，その平均月商は，77万2千円で，花王製品1人当り
月額消費高は20円32銭であった。
　1978年4月には，東信花王から遠隔地にある南佐久郡の市場強化のために，南北佐久地域
の250店の販売先をもつ小諸市の卸店の佐久家庭雑貨を新しい代行店に昇格させている78）。
④長野花王への統合
　花王石鹸販売部では，地理的条件と前述の東信花王の規模が小さいことにかんがみて，長野
花王と東信花王を1972年3月頃を目処に合併させて，2販社体制で進める構i想をもっていた79）。
しかし，実際には，その2社合併は実現せず，1985年11月に長野県3販社の合併により長野
花王販売株式会社が設立され，全県1販社へと統合されるにいたった。
（3）新潟県での販社の設立
　新潟県では，図2－3に示されるように4つの販社が設立され，そのうちの1社が別の販社
の代行店となって，残る3社によって全県1社に統合される。それぞれの設立の過程と経営状
況についてみてみよう。
①新潟花王
　まず1968年2月に，共栄商事（新潟市上大川前通り）が中心となって，資本金300万円の
新潟花王製品販売株式会社が設立された80）。社長には，高見安太郎という人物が就任してい
るが，その出身母体は不明である。同社は，翌年の1969年1月には500万円に増資している。
　その頃の経営状況をみると，表一2に示されるように，16名の人員で293のファミリース
トァをもっていた。直販比率は30％と低く，代行店経由が30％，その他の販路が最も大きい
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38％であった。これは，当時の取引上の関係や物流の状況から，販社に集約することが必ずし
も合理的ではなかったためと推測されるが，そうした複数の販路によって2289万3千円の売
上実績となっていた。前述の分類では，中規模販社の実績である。花王製品1人当り月額消費
高も，22円42銭であり，甲信越地域の販社のなかでは長野花王に次ぐ高い数値となっており，
花王製品の浸透度が比較的高い地域であったといえる。
　新潟花王では，1977年から，配送エリアと配送先店舗規模を考慮しながら，車種別に花王
の特装車を導入し，物流の合理化を推進した81）。
　また，同じ時期，離島の佐渡の市場については，佐渡全島に酒類・食品・日用品を配荷する
両津所在の総合卸商・佐渡大商と協力して，年数回の同行販売，中元と歳暮の時期の贈答用化
粧石鹸の小売店直送，花王製品陳列台の提供，佐渡大商傘下79店のストアチェックの実施と
そのデータの提供などを行ない，遠隔地市場での花王製品の浸透をはかっている82）。
　新潟花王では，1982年10月に，新潟市郊外の流通センター内に，花王販社では20番目と
なる自動倉庫を備えた新社屋に移転した83）。
②三条花王と中越花王
　他方，三条市では，詳細は不明であるが，1968年4月に資本金200万円の三条花王製品販
売株式会社が設立され，松永嘉平という人物が社長に就いている。翌1969年5月には，長岡
市の太刀川商店（同市大手通り）と大原商店（同市東坂の上町）が中心となって，資本金300
万円の中越花王製品販売株式会社が設立され，太刀川保男が社長に就いた。
　両社の1969年から70年にかけての経営状況をみると，表一2に示されるように，三条花王
は5名の人員で471のファミリストアをもち，直販比率も80％と高かったが，平均月商593
万円と小さい額でしかなかった。花王製品1人当り月額消費高も，16円43銭と新潟県の4つ
の販社のなかでも最小の値であった。他方，中越花王は同表に示されるように，7名の人員で
121のファミリーストアしかもたず，また直販比率も26％と低く，72％を代行店の扱いとして
いたが，平均月商は1，095万3千円であった。これは，市場の大きさを反映してのことと推定
されるが，三条花王の1．9倍近くあった。花王製品1人当り月額消費高は，三条花王よりわず
かに大きい17円67銭であった。
　花王石鹸販売部では，当初，まず三条花王と中越花王を1972年9月頃を目処に統合し，そ
の統合販社と後述する上越花王を1973年の早い段階で統合させる構想をもっていた84）。しか
し，最初の2社統合が難しいと判断したためか，1973年3月頃を目処に3社を同時に統合し，
新潟市を中心とした下越地区と中越・上越地区の2販社体制とする構想を描くにいたったas）。
　実際には，図2－3に示すように，三条花王は，1977頃までに松永嘉平の経営する松永商
店（所在地の詳細不明）を中越花王の代行店とすることとなり，解散するにいたった。
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③上越花王
　上越地区では，1968年6月に高田市の小妻屋（同市本町）が中心となって，資本金150万
円の上越花王製品販売株式会社が設立され，小妻屋の宮沢一寿が社長に就いた。翌年の1969
年7月には，200万円に増資している。
　その頃の上越花王の経営状況をみると，表一2に示されるように，4名の人員でファミリー
ストアも85店しかなく，直販比率が35％，代行店が56％，その他が9％であった。それでも，
平均月商は741万4千円で，花王製品1人当り月額消費高は18円91銭であり，いずれも三条
花王よりも少し高い実績であった。
　上越花王では1977年7月に，三菱メルコム88を導入した。これは，1972年4月の神奈川
花王での同機種導入からちょうど100台目にあたるものであったee）。
　なお，上述のように，花王石鹸販売部が構想した系譜の統合は実現しなかったが，図2－3
に示されるように，新潟花王，中越花王，上越花王の3販社体制が1984年まで続いた。同年8月，
新潟花王製品販売株式会社を新潟花王販売株式会社と商号変更し，同社に中越花王と上越花王
を対等合併させることで，新潟県の全県1販社が実現するにいたった。
おわりに
　最後に，本稿によって確認されたことや，明らかにされた諸点を整理しておくことにしたい。
　まず，本稿で対象とした，首都圏の都市地区，北関東の関東すなわち関東地区，およびその
双方をまとめた関東地区および甲信越地区を全国のなかでみると，全国販社人員総数に占める
人員数の比率は，都市地区だけで約18％，それを含めた関東地域で約20％，関東甲信越全体
で約25％であった。同様に，売上規模でみると，都市地区だけで約27％，それを含めた関東
地域で約30％，関東甲信越全体で約3％であった。また花王製品の市場浸透度の指標ともい
える花王製品1人当り月額消費高でみると，東京都の37円22銭と神奈川の34円95銭が全国
平均の28円54銭を上回っており，埼玉県の28円46銭が全国平均並みであるが，他の関東地
区と甲信越地区は，おおむね全国平均よりも低かった。とくに，栃木県は全国のなかでも最も
低い地域であった。販売経路については，直販比率が都市地区全体で全国平均の54％と同水
準であったが，関東地区全体では64％とむしろ全国平均より高く，甲信越地区は39％と全国
平均よりも低かった。ただし，そうした地区別平均のなかで，販社を個別にみると，たとえば
都市部では全国平均よりも低い販社もあったし，逆に，関東地区や甲信越地区では，全国平均
よりもきわめて高い販社もあった。
　第2に，販社の設立状況を地区別にみると，東京都では北部と東部と南部で各3社，西部で
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各4社，多摩・武蔵野地区で2社の計15社が設立され，神奈川県では横浜・川崎地区で5社，
横須賀で1社，平塚・小田原地区で2社の計8社が設立された。
　また埼玉県で3社，千葉県で4社が設立され，都市地区ではこのほか販社の販売活動を支援
する1社と支援組織も設けられた。関東地区では，栃木県と群馬県で各1社，山梨県で2社が
それぞれ設立され，甲信越地区では，山梨県で1社，長野県で3社，新潟県で4社が設立された。
設立時の資本金は，東京のときわ花王の1250万円を除くと，おおむね100万円から500万円
であった。
　第3に，販社設立の過程をみると地域の個別の事情によってさまざまであったが，そのパター
ンは，代理店内の花王事業部や専任セールス制度を独立させる事例，そうした前史がなく代理
店1社の100％出資によって単独販社を設立する場合，複数の代理店の協業や共同出資によっ
て設立する場合などに分けられる。ただし，いずれにせよ，設立からしばらくは，取引関係の
事情や交通・物流の合理性から販社の直販以外の販売経路に依拠する状況が継続した。
　第4に，それぞれの市場圏で複数の販社が設立された場合，花王石鹸販売部の統合の構想
とはたらきかけもあって，おおむね1969年から1975年までの間に，1つの地域市場圏販社に
統合され，その後，1970年代後半から80年代半ばまでに1県1販社あるいは2県1販社への
統合が進展した。さらに，1983年には東京都と神奈川県の7販社と販社活動支援会社の1社
が合併して東京花王販売へと統合され，その後，1986年には山梨花王，1989年には埼玉花王
と千葉花王，1992年には北関東花王，長野花王，新潟花王が東京花王販売に合併され，関東・
甲信越地域が1販社へと統合された。なお，都市部の場合東西南北で取引が入り組んでおり，
こうした帳合を地域別に整理する必要からも，花王石鹸販売部としては合併を進める必要を感
じていたとみられる。
　第5に，合併・統合の過程で，花王石鹸本社の出資や経営者の派遣が進展した。さらに，販
社のDCのほか，花王石鹸本社のDCが設けられ，そこに販社が同居することによって，営業
活動や物流の効率化が図られた。またコンピュータの導入によって，業務の合理化が図られ，
さらに花王石鹸本社と各販社のオンライン化によって，受発注管理の一元化と販社在庫の花王
石鹸本社への移管が進められた。また，こうした広域DCとOS化が，各販社の経営統合を進
展させる大きな要因ともなった。
　以上のようち第2から第5で述べた内容は，他の地域の販社の設立と統合の検証によっても
共通にみられた特徴といえる。今後は，東北・北海道地域の各販社の設立と統合の過程も検証
することによって，共通項と異なる部分とをあらためて整理し直すことにしたい。
168 一経　　営　　論　　集一
【注】
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7） ｯ書，17頁。
8）同書，2頁。
9）前掲「京阪神・近畿地域での花王販社の設立と統合の過程⊥前掲「中国・四国・九州地域での花王販社の設
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11）ここでの北新花王，大熊花王，能登屋花王および東京北部花王販売に関する叙述は，特に断りのない限り，『花
王販社ヒストリー　東京花王販売（株）北部支店』（1985年6月11日作成）による。また，ヤマヤ商事と大熊
商事の所在地はライオン油脂株式会社『代理店名簿　昭和44年9月1日現在』6頁による。また，能登屋の所
在地は，1960年頃の作成と推定される花王石鹸の『東部・西部代理店（A級）名簿』（花王石鹸株式会社販売
管理課作成）3頁による。同名簿では，ヤマヤ商事についてはヤマヤ商会となっており，所在地も台東区谷中
初音町4となっている。東京北部花王の所在地は前掲『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）北部支店』
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ここでは前掲『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）北部支店』によって1968年11月とした。同年4月
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12｝1971年5月の東京北部花王販売株式会社設立時の代表取締役社長については，『花王販社変遷図』（作成年月
日不明）では鈴木浩とされ，同年7月からは鈴木栄が社長に就任したとされている。ただし，鈴木浩について
は不明であり，ヤマヤ商事の野口浩と鈴木栄との混同の可能性もあり，現段階では，東京北部花王販売株式会
社の初代社長は特定できていない。
13＞O掲『販社体制整備3ヶ年計画』15－2頁。
14＞前掲『販社体制整備5ヶ年計画』42頁。
15＞w花王販社だより　ひろば』No．33（1974年5月）12～13頁，同誌No．37（1975年1月）26頁。
16）O掲『花王販社だより　ひろば』No．33，30頁。
17）O掲『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）北部支店』によると，東京北部花王の主な出資者と出資比率は，
花王石鹸株式会社20％，片田慶助12．5％，鈴木茂12．15％，石川岱（北新花王設立時に販売部長，1983年8月
解散時には専務取締役）11．5％となっている。
18）ｽ喜屋花王の設立と経営状況の詳細については，前掲「花王初期販社の設立過程と経営状況」105～114頁
を参照されたい。多喜屋の設立時の資本金が300万円となっている経営史料もあるが，多喜屋花王株式会社『第
1期営業報告書』（昭和41年3月10日～昭和41年9月30日）では資本金額が500万円となっている。多喜屋
の所在地は，同『営業報告書』と前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』3頁による。
童9） O掲『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）西部支店』はじめ多くの経営史料では，多喜屋花王から富
士花王への商号変更の年月を1967（昭和42）年10月としている。しかし，『第6期営業報告書』（昭和43年
10月1日～昭和44年3月31日）の主体は多喜屋花王株式会社となっており，『第7期営業報告書』は残念な
がら未確認であるが『第8期営業報告書』（昭和44年10月31日～昭和45年3月31日）の主体は富士花王株
式会社となっている。このことから商号変更の時期は，1969年4月から同年10月にかけての問であると推定
される。
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2°）ここでの多喜屋花王，富士花王，東和花王，昭和花王，中央花王および東京西部花王販売に関する叙述は，
特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）西部支店』（1985年6月21日作成）による。
太陽商事と中央物産の所在地は前掲r代理店名簿　昭和44年9月1日現在』6頁による。
21）枢ﾇ商店の所在地は，ここれでは前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』3頁によった。しかし，前掲『代
理店名簿　昭和44年9月1日現在』6頁では，板橋区東新町2となっている。
n｝ﾔ王石鹸株式会社『花王販社だより　ひろば』No，3（1969年4月）7頁。
23＞O掲『販社体制整備3ヶ年計画』15－2頁および前掲『販社体制整備5ヶ年計画』42頁。なお，中央石鹸株式
会社それ自体，デパートや仲間問屋との取引を分離させる目的で，1950年1月に上州屋から独立して設立され
た（加藤与三郎『腹八部の商法一丸山松治商魂の半世紀』週刊粧業，1971年，139頁）。なお，花王石鹸本社販
売部でも，この時期の1970年10月15日，従来，スーパーとデパートを担当していた都市（東京，神奈川，埼
玉，千葉）第2課を廃止して，都市第一課を改名した都市課にスーパー部門を，デパート部門は新設の特需課に，
それぞれ移管させている。これと同時に，従来，監理課が担当していた販社の業務を，新設の販社推進課に引
き継いだ（『花王販社だより　ひろば』No．7，1970年1月t　26～27頁）。
24）O掲『販社体制整備3ヶ年計画』15－2頁および前掲『販社体制整備5ヶ年計画』42頁。
n）ここでの東京第一花王，ときわ花王，大東花王および東京合同花王，東京東部花王販売に関する叙述は，特
に断りのない限り，r花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）東部支店』（1985年6月25日作成）と『販社
の歩み　東京東部花王販売（株）』（1977年6月30日作成）による。保美商事とときわ商会の所在地は前掲『代
理店名簿　昭和44年9月1日現在雲6頁による。ときわ花王の最初の代表取締役社長がときわ商会の代表取締
役の相沢伊勢春であることはほぼ確かである。東京第一花王の最初の社長は保美商事の代表取締役の山県正信
であると思われるが，前掲『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）東部支店』では島田常務とあり，現時
点では確定できていない。
26）ﾃ田麻商事の所在地は，前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』2頁による。また，協力した卸店は特定で
きていないが，前掲『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）東部支店』によるとtいつの時点のそれかも
特定できないが，大東花王の主要株主とその出資比率として，津田麻65％，伊東秀20％，秋田屋10％，伝田
商店5％とされているので，津田麻に続く名前の卸店が関係したと推定されよう。伊東秀は，前掲『代理店名
簿　昭和44年9月1日現在』6頁では，伊藤秀商事とされており，ライオンの有力代理店であり，所在地は葛
飾区立石4となっている。それ以外の卸店の所在地は不明であるが，おそらくいわゆるB級店（特約店）であ
ろう。
”）栗山商事と柳屋の所在地は，前掲『代理店名簿　昭和44年9月1日現在』6頁による。また柏屋の所在地は，
前掲『東部・西部代理店（A級）名簿』3頁による。
28）前掲『販社体制整備3ヶ年計画』15－2頁では1971年3月とされており，前掲『販社体制整備5ヶ年計画』
42頁では1971年6月とされている。
29）「花王販社だより　ひろば』No．32（1974年3月）7～10頁。
30｝ここでの油松花王（東京花王南販売），野村カオー（東京城南花王販売），丸孝花王および東京南部花王販売
に関する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）南部支店』（1985年6月17
日作成）および前掲『花王販社変遷図』による。油松商店，野村商事，丸孝の所在地は前掲『代理店名簿　昭
和44年9月1日現在』6～7頁による。なお，『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）西部支店』では，
油松花王の設立年月が1968年2月，丸孝の設立年月について1967年6月とされているが，関連諸史料の検討
を通じて，現在のところ，上述のような年月が有力であると思われる。
3DO掲『販社体制整備3ヶ年計画」15－2頁では1971年3月とされており，前掲『販社体制整備5ヶ年計画』42
頁では1971年6月とされている。
sa）前掲『花王販社だより　ひろば』No．32，28頁。
33）ここでの八王子花王，多摩花王（むさしの花王）および東京多摩花王販売に関する叙述は，特に断りのない限り，
『花王販社ヒストリー　東京花王販売（株）多摩支店』（1985年6月21日作成）および前掲『花王販社変遷図』
による。また，二見商店，富貴堂，喜久屋，橋詰商店，吉野商店および中万商店の所在地は，前掲『東部・西
部代理店（A級）名簿』3～4頁による。
su）w花王販社だより　ひろば』No．7（1970年1月）15頁。
se）『花王販社だより　ひろば』No．6（1969年10月）10～13頁。
36）O掲『販社体制整備5ヶ年計画』42頁。
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37）w花王販社だより　ひろば』No28（1973年7月）31頁。
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40｝ｯ誌同号，6～8頁。
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ストリー　東京花王販売（株）平塚支店』（1985年6月17日作成）および前掲『花王販社変遷図』による。また，
服部商店，カヤギヤ岸商店，矢部商店，長岡屋，小山商会，原重商店および茶利商店の所在地は，前掲『東部・
西部代理店（A級）名簿』4～5頁による。また折目商店と新堀商店の所在地は，前掲『代理店名簿　昭和44
年9月1日現在』7頁による。
45）O掲『販社体制整備3ヶ年計画」16頁および前掲『販社体制整備5ヶ年計画』43頁。
46＞『花王販社だより　ひろば』No，14（1971年2月）18頁。
47〕『花王販社だより　ひろば』No．19（1972年1月）8頁。
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れる。
5°） O掲『販社体制整備3ヶ年計画』16頁および前掲『販社体制整備5ヶ年計画』43頁。
51）『花王販社だより　ひろば』No．45（1976年5月）32頁。
52）前掲『販社体制整備3ヶ年計画』16頁および前掲「販社体制整備5ヶ年計画』43頁。
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する叙述は，特に断りのない限り，『花王販社ヒストリー　千葉花王販売（株）』（1985年7月1日作成），『販
社の歩み　千葉西部花王販売（株）』（1977年6月13日作成），『販社の歩み　千葉中央花王販売（株）』（1977
年6月30日作成）および前掲『花王販社変遷図』による。また，金親株式会社，飯豊商店，池田精美堂，大木
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?
The　Formation　and　Integration　of’Kao　Sales　Co．
　　　　　　　　in　the　Kanto　and　Koushin’etsu　Area
Satoshi　SASAKI
This　paper　is　a　part　of　series　of　business　historical　researches　for　Kao　Sales　Companies
（exclusive　wholesale　companies），　and　reviews　the　process　of　establishment　and　integration
of　Kao　sales　companies　in　the　Kanto　region（Tokyo，　Kanagawa，　Saitama，　Chiba，　Tochigi，
Gunma，　Ibaraki）and　in　the　Koushin’etsu　region（Yamanashi，　Nagano，　Niigata）from　1867　to
1992．This　study　reveals　the　following　three　ppain　points．
First，　there　were　three　patterns　used　in　the　establishment　of　sales　companies．　The　first
pattern　was　one　in　which　the　sales　companies　were　set　up　through　a　separation　of　the　Kao
department　from　the　agency．　The　second　pattern　was　one　in　which　the　new　sales　companies
were　founded　fully　paid－up　by　powerful　agents　in　the　region．　The　third　pattern　was　one　in
which　new　sales　companies　were’?唐狽≠b撃奄唐??п@by　a　group　of　agents’　joint　capital．　In　all　cases，
the　new　Kao　sales　companies’distribution　depended　on　a　channel　other　than　their　own　direct
one　for　a　period　of　time，　because　of　rationality　of　transportation　and　transaction．
Second，　some　Kao　sales．　companies　were　integrated　into　one　regional　sales　company　in
different　regional　areas　from　1969　to　1975．　The　integration　was，　in　general，　promoted　using
the　plan　and　approach　promoted　by　the　sales　division　of』Kao　Sekken　Kabushiki－kaisha．
Furthermore，　these　regional　sales　companies　were　further　integrated　into　one　larger　sales
company　for　one　prefecture　or　in　some　cases，　for　two　prefectures　froln　the　latter　half　of
the　1970s　to　the　mid－1980s．　In　1983，　seven　sales　companies　in　Tokyo　and　Kanagawa　and　one
sales　supporting　company　were　integrated　to　form　the　Tokyo　Sales　Company．　This　company
aりsorbed　Yamanashi　Sales　Company　in　l986，　Saitama　Sales　Company　and　Chiba　Sales
Company　in　l989，　and　Kita－kanto　Sales　Company，　Nagano　Sales　Company　and　Niigata　Sales
Company　in　1992．　As　a　consequence，　the　former　situation　of　having　many　sales　colnpanies　in
the　Kanto　and　Koushin’etsu　regions　was　changed，　resultillg　in　one　bigger　sales　company．　It
seemed　that　the　intent　of　Kao　Sekken　was　to　regulate　these　complicated　channels，　because
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the’choai’relationship，　that　is，　the　transacti6n　relationship　between　the　powerfUI　agents　and
the　secondary　wholesalers　or　the　retailers，　was　very　complicated　and　intricate，　especially　in
the　Metropolis　of　Tokyo．
Third，　through　the　process　of　the　integration　of　the　sales　companies，　each　integrated　sales
company　illcreased　in　capital　and　in　the　number　of　dispatched　directors　by　Kao　Sekken．　In
addition，　each　integrated　sales　company　utilized　sales　activities　and　distribution　through　the
establishment　of　both　distribution　centers　for　the　common　use　of　designated　sales　companies
and　other　distribution　centers　owned　by　Kao　Sekken　at　the　same　site　of　each　integrated
sales　company．　The　introduction　of　computers　rationalized　routine　work　and　the　introduction
of　an　on－line　system　promoted　both　the　unification　of　handling　orders　and　the　devolution　of
the　stock　of　sales　companies　to　the　stock　of　Kao　Sekken．
